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一一1960年代と70年代一

I 問題の所在

1960年代の初期以来，韓国では強力な経済成長

政策が推進されてきた。その方式を特徴づけるな

ら「農業より非農業，農村より都市，内陸地方よ

り臨海地域，内需産業より輸出産業を中心に経済

或長が行なわれてきたし，そのための財源も外国

資本に大きく依存するものとなっている｜世1）と

いうことができるであろうし，さらに，中小企業

より大企業中心であったということもできる。

このような政策がとられてきたことは，農業を

主とする第1次産業の分野における負担が重いも

のになっていることを意味している。 Lたがって

1960年代の韓国農業は，自然災害の影響を受けや

すく．食糧生産高も豊凶の変動が大きかった。農

民の生活は苦しく，小作のi普加傾向，農民の都市

への流出が続き， 1960年代の末以降は農家人口，

農家数など絶対的にも減少するようになった。

こう Lた状況のため， ll本では韓国農村にっし、

ては暗いイメージが形成された。そして，最近に

おいてもあまり変わっていないように思われる。

実際， 70年代に入っても，韓国では農家人口，農家

数は減少を続けているし，食糧の輸入が明大し，
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食糧自給率が低下するという傾向が続いてきた。

しかし，他面において， 1970年代には稲作生産

力の上昇や農家の所得的地位の改善などがみら

れ， 「セマウノレ運動jによる農村社会の変化も指

摘されている。これらは， 60年代と異なる韓国農

業をめぐる新しい側面であるo

そこで，いくつかの側面から，第1次経済開発

5カ年計画以来，韓国の農業はどのように変化し

てきたかを検討する。いくつかの側面とは，経済

計画における食糧生産の位置づけ，農家人口，農

家戸数，農業生産と稲作生産力，農業就業者，農

家所得などである。これらの問題はいずれもそれ

ぞれに大きなテーマとなるものであるが，ここで

はマクロ的な変化を概観するにとどめる。そこに

現われた限りにおいてではあるが， 1960年代から

70年代にかけて，韓国経済における農業の位置が

どのように変化したか，その変化の意味はやIかを

検討するのが本稿の第1の意図である。

また，食糧問題という観点からも韓国農業の位

置を検討することが必要と思われる。 1970年代に

入って，世界的に「食糧危機Jという問題がク μ

ーズ・アップされることになった。韓国では，食

糧の自給率を低下させつつ工業化に力を注いでき

たが， 「食糧危機」を背景として，そうした従来

の政策に対十る反省もあり，食糧自給に関して「日

本の轍をふむな」という警告も出されるようにな

っている。

しかし，韓国の工業化政策はいまきわめ
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Ⅱ　経済開発５カ年計画と食糧生産政策
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fょ段階にあると考えられ，工業化を推進しつつも

食糧の自給率をこれ以上低下させなヤとか，ある

いはもっと高めるということはきわめてむずかし

い課題であろう。昨年末公表された韓国開発研究

院の『長期経済社会発展・ 1977～旧年』という報

告書によれノば，今後1981年まで食糧自給度は1976

年の約75%から， 81.0%まで上昇し，以後やや低

下するものの， 91年にいたっても80%近く自給す

ることができるとみこまれている。はたして今後

どのような推移をたどるか注目すベさ点であり，

こうした問題についての予備的考察をすることが

本稿の第2の意図である。

なお，韓国の経済と農業の｛立霞と Uウ問題に閲

しては，より農業を重視し，農業生産力を高め、

それにもとづU、て工業化を行なうべきであるとし、

う，現在の工業化政策に対する根本的な問題も提

起されてし、るが，ここでは，その問題には， i直接

にはお，.hなU、こととしfこ。

（注 l〕 朴よほ「縦I庁発'1！／・ と緯11,!J.!¥¥＇≪；山，fr1r:u:wJC『澗f
!lf,Jr.』1977/f'.8 JI・干｝ 81ぺーレ／）。

日 経済開発5カ年五十i尚iと食糧生産政策

韓国では， 1962年にはじまる筋1次経済開発6

カ年計回以来3度のらカ年計闘が実施され， 1977

年からは第4次の計阿期に入っている。

これらの経済開発計閣の中で，食犠生産(ILI Jは

どのように位置づけられてきたか，第 1次五｜・凶iか

ら！順次検討してみよう。

第1次らカ年Jトl堕！の計図i0ilfによれば，；，十1r!Jiの主

日襟のー鼻っとして「食憐をど自給自足するため

の穀物の土台産」が偽げられている。 1960年代初期

の斡l'.11の食糧自給度〔飼料！日殺物も（＇；＇ tr）は90%がi

後にi主しており，かなり高い水準にあ d》た。も〆J
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とも，当時は自家飯米がなくなる「絶樋農家」や

都市の失業者も多い時期であり，食糧消費も当然

少なくなっていたと考えられるので，食糧の「！給

度90%を単純にうけとることはできなし、。

1清次5カ年計両の具体的な食糧増産目標をみ

ると， 基準年度 (1960年）の食糧総生産量2641Jj

4000石を目標年度（19而6年）には 3487万2000石に

増加させることをみこんでおり，これは基準年度

の生産高に対し32%の増加であった。しかし，こ

のa1・耐．においては何年頃食惜の自給を達成するか

は示主れなかった。ともかく，上記の増産目標達

成のため，瀧概施設の建設，病虫害防除，鶴子の

改良などの方法によって土地生産性を上げるこ

と，また， 12万ヘクターノレの耕地拡張などが予定

されていた。

ところが，第1次5カ年計両の4年度目に苅る

1965iFには，全く別の！一食糧t倒産7カ年計闘」と

いうのが実施されるようになった。なぜ，計画途

中におし、て，全く別の食糧増産計幽が実施される

ことになリたかといえば，それはつぎのような理

由によるものであ引た。

すなわち，第1次6カ年計凶1の初年度に当る

1962年，韓国では単ばつなどの自然災害のため食

髄生産は不振であった。特に米は229JJ5000トン

の生産高であったが，これは過去S年の年平均生

産高にくらべて約5%，豊作だったがI年の1961年

にくらべれば15.7%もの減収であサた。 ;tf;こ，食

摘全体の生産高でみても，過去ら年平均の 2'Yc，地

加1にとど;tり，士的産計闘の増加l率約7%にははる

かにおよばtr.かJ》fこo

*-f;こ，盟196:J年には変の病気が大きな被害をも

たらし， 2交が非常な不作となった。 1962年の~次長

とくらべると大変は30.5%，小変は15.2%それぞ

れ減収とな J ) た。これは両者合わせて約50万トン
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に達する撃；であった。このため，食滋生家全体で

みても前年より約8万トン減少し， 444万トンで

あった。 63年には，前年に対して 4.8%の生産増

加を予定していたから， 5カ年計画は最初の2年

で大きくつまづいたわけである〔n.2）。このため，

外国からの食糧輸入も1961年は約60万トン， 62年

は約50万トンであったのが， 63年には 130万トン

へと大きくはね上った。以上のような食糧の生E主

事情により，第l次5カ年計画の食糧増産計両は

再検討をせまられ，新たな7カ年計画が作成され

ることになった。

そこで，新しい7カ年計画の概要をみると，ま

ず食協の総生産高を基準年度の 3196万7000石か

ら， 1971年には4928万6000石へ， 1731万9000石，

割合にして54.2';-ii増加させようという計両であっ

た。これを第l；欠5カ年計画の増産計画と比1綾す

れノば，年平均の増産高が5カ年計画では169万1000

石であったのに対し， 7カ年計闘では 247万4000

石と大幅に上、主わっていた。

つぎに増産のための対策としては，栽培面積の

拡張をはじめ守技術改良，災害対策，生産資材の

確保，生産費保障壁等があげられており， 3～4年

内に食糧の自給自足を達成することをみこんでい

た。当時の T行政白書』はこの計画について次の

ように力説してレた。 ［過去の数多くの農業増産

社両が，施策の推進力の切さ，農産物価格の不合

刊し協策受入れ態勢の不備等の理由により，くり

かえし失敗に帰した前例を十分考店、し，轍密な検

討と科学的土台のうえに樹立した」（住3）との

この工うにして新しい食糧増産計画が出発した

が，同時に，他方において，この新計画が無意味

となるような，食糧の生産統計の変更が行なわれ

たのであった。すなわ九，韓日1では従来地方行政

機関が目測によって，食儲の生産統計を作成して

緯国経済における農業の位置

努 1表統計方式変更に伴う生産統計の変化

（単位・ 1000トン，%〉

I 米一云瓦→［亙守守
I i日方．式｜ 2,297 I 962 I 758 i 4,248 

1960年l新方式 I3,047 I 1,668 I 1,200 1 6,146 
｜増加率｜ 32.6 I 13目3I ss.3 i 44.6 

I 1日方式！ 2,922 1 1,081 I 1,913 1 6,232 
1964年｜新方式 I3,954 I 1,859 I 3,222 I 9,351 
｜増加率｜ 35.3 I 71.9 J 68.4 I so.o 

（出所） 経済企画院『韓国統計年鑑』各年版。

いたが，米は1965年から， また，麦類，薯類は

1966年から標本調査方式に変更された。これにと

もない1955年にさかのぼって生産統計が改められ

ることになったが，いま， 1960'.kj三と64年を例とし

て，新統計と！日統計を比較すると第1表に示した

通りである。ここにみられるとおり，従来の統計

に比較して新統計では米で30%あまり，麦におい

ては実に70%以上も，上まわって計上されること

になった。したがって，食糧全体においても45～

50%も従来より多く生産されたことになった。「食

撞晴彦，7カ年計画Jは旧統計の数値をもとに樹立

されていたから，新しい統計方式によって作成さ

れる生産高統計と対比すれば，当然，生産高が計

画目標を大きく上まわることになり， 7カ年計画

はほとんど無意味なものとなった位4〕。

以上が第1次5カ年計画期の状況であるが，つ

ぎに第2次5カ年計画についてみることにしよ

う。 1967年からはじまる第2次5カif計画の計画

忠は， I第2次計画に際しての諸問題」の項で，

食糧問題に関連して，年々食糧輸入が増加傾向に

あることを指摘し，つぎのようにのべている，「予

測することのできない作況のいかんによる，この

ような 1億ドノレにも遣する莫大な食糧の輸入需要

は，間内の食糧供給能力のさしせまった強化を要

51としており，食糧の自給は，わが経済が当面して

いる：最も緊急な基本的課題といわなければならな

3ラ
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いj〔住5）と。

このように食糧の自給を重視する視点から同計

画においては基本目標の第1に食糧の自給をかか

げ，さらに，経済自立との関連で「自立経済達成

の最初の課題は，国民の基本的需要である食糧の

自給自足であるJ＇注6〕とさえ位置づけていた。

第2次5カ年計画の食糧増産目標をみると，基準

年度（1965年）の生産高628万7000トンに対し（注n,

計画の最終年に当る 1971年には905万3000トンの

生産を目標としており，その増加率は44.0%とな

っている。

また，前述の「食糧増産7カ年計画jとの関連に

ついては，政府の『行政白書』において，第2次5

カ年計画の基本目標に合わせて補完しつつ， 7カ

年計画を実施していくとされていた。さらに，同

行政白書は「国民経済の恒久的発肢を保障し，経

済開発計画の目標を確固として達成しようとする

ならば，なによりも食糧の自給自足のための増産

政策が実施されねばならないが，政府は従来の農

業生産性の停滞要因を分析，検討し，種子改良，

地力増進，営農・栽培技術の改善等によって単位

面積当りの生産性の増加をはかる一方，土地の利

用度を高め，開墾，干拓等で農耕地を拡張し，全

天候農業およびその他の生産条件の整髄等を根幹

とする食糧増産計画を樹立し，総力を傾注してい

るのであるJ'注8〕と力説していた。

ところが，翌1968年以降の『行政白書』におレ

ては，この「食糧増産7カ年計商jについては全

く言及されなくなっただけでなく， 「食糧増産j

についてはのべていても， 「食糧自給jというこ

とはほとんどふれられなくなったのである。

これに関しては f経済白書』（1969年版〉も「1968

年は農漁村開発政策を転換させた年として，多く

の対策が遂行された。すなわち，農漁民所得増大
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特別事業，恒久的皐害対策を目標とする農業用水

開発事業，畜産振興，高米価政策等，一連の農漁

村開発対策がたてられた」〈注9）と， 1968年に農業

政策の転換があったことを明らかにしている。

この政策転換の方向を要約すれば，次のように

なる。すなわち， 1967年までは，米，麦等をはじ

めとする食糧全体の自給自足を目標とし，増産政

策をとってきた。しかし， 1968年以降は，水利建

設等によって米の増産，自給はめざすが，食糧全

体の自給という目標は放棄し，かわって，畜産や

種々の商品作物の導入を奨励し農業の多角化と農

家所得の増大という点に農業政策の力点を置くよ

うになったのである。

では，なぜ1968年に政策転換が行なわれたので

あろうか。この点について検討してみると， 1967

年に韓国の南部地方に大きな被害をもたらした早

ばつの影響が大きかったのではないかと考えられ

る。 1967年の食糧生産目標は，753万1000トンであ

ったが，実績は683万6000トンと目標の90.3%にと

どまり，そのため，食糧自給計画も大きくつ虫ず

かざるを得なかったからである。もちろん，早ば

っ以外にも， 「人口増加と所得増大に伴う食糧用

穀物の増大，食品消費構造の多様化に伴う加工用

穀物の増大，商産振興策に伴う飼料用穀物の増大」

（注10〕等によって，穀物の需要が年々増大したとい

う要因もあった。しかし，これは事前に予測しう

ることであるから副次的なものであったとみてよ

いであろう。早ばつにつし、ていえば， 1968年も韓

国は大きな被害を受けたのであった。

このような国内の事情とともに，当時は，比較

的安価に海外から穀物を輸入することができたか

ら，国内で割高な食糧を生産するより輸入に依存

するという方向に進んだと考えられる。

以上でみた通り，第l次および第2次のらカ年
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計画においては，食糧の自給自足という目壌が非

常に重視されていた。もちろん，韓国の経済開発

計画は，工業化のための計画であり，そのため投

資配分においても工業分野やそれを支えるための

社会間接資本の分野に多く配分されたが，そのよ

うな枠組の中にあって，少なくとも計画上におい

ては， 「食糧の自給自足jということが，経済自

立との関連で位置づけられ，重視されていたこと

は注目すべきことであった。

しかしながら，上述の通孔1968年を境として，

食糧自給政策は大きく後退した。したがって，第

3次，第4次の5カ年計画tこも当然その後退が反

映することになった。

第3次5カ年計画においては「農漁村経済の革

新的開発jが主要目標のーっとされているが，食

植に関しては「食糧を増産し，主穀を自給Jする

と表現されており，自給の目標は主穀，すなわち

米にのみ限定されることになった（注11〕。さらに，

第4次5カ年計画においても「米と大麦の自給を

維持し，他の穀物の生産を増大させることにより，

食糧の安定的供給を期すJC注12）とされている。

このように，第3次計両と 4次計闘では，米だ

けを自給するか，大麦も含めるかという点で違い

があるが，いずれにしても第2次計画まではうた

われていた「食糧の自給jという目標からは大き

く後退したのであった。いま食糧の輸入量と自給

率をみると第2表の通りである。 1960年代には自

給率の変動が大きいが，とれは主として食糧生産

の豊凶によるものである。 60年代の後半から自給

率がほぼ一貫して低下しており，食構の輸入量が

増大している。最近2～3年の輸入量はやや減少

しているが，今後の長期的傾向を示すものと速断

はできない。

もっとも，上述のように食糧の自給という目標

韓国経済における農業の位置

第2表食撞の自給率と輸入量

年 自給率悦）｜輸入量（1,000t) 

1 9 6 2 93.4 499 
1 9 6 3 71.7 1,318 
1 9 6 4 85.2 916 
1 9 6 5 ？ 669 
1 9 6 6 93.1 52fi 

1 9 6 7 81. 7 1,100 
1 9 6 8 ？ 1,497 
l 9 6 9 ？ 2,336 
1 9 7 0 83.2 2,115 
1 9 7 1 74.6 2,883 

1 9 7 2 75.6 3,210 
1 9 7 3 72.6 3,271 
1 9 7 4 77.2 2,732 
1 9 7 5 76.3 3,147 
1 9 7 6 74.9 2,846 

（出所） 農協中央会『農協年鑑』各年版。
農水産部『農林統計年報』各年版。

（注〕 当年消費量
自給率 一 XlOO 一当年生産高
ただし，消費の中には家畜問料用穀物および
工業原料用穀物を含む。また，生産高には米，
友類，豆類，雑穀，薯類を含む。

をかかげなくなったことは，誰が見ても不可能な

ことがますますはっきりしてきたということであ

ろうし，そうした目標をいつまでもかかげるより，

現実性のある目標にしたという意味で，積極的な

面もあるといえよう。

（が； 1) 「食嶺」には米， 炎類，丘新，雑穀，草書類

1i: 合む。主た，人間の食糧だけでなく，ユニ！終)l-J原料や

家？誌の／WH用穀物等も合む。

(ft2) 後述するように，緯闘では1965,66年に穀

物の生産統計の方式が変更されたが，以上の数量は旧

統計にもとづくものである。

（注3) 大韓民国政府『行政白書』 1965年 32ベ－

y。

（注4) なぜ，新増産計画発足とほとんど同時に生

産統計そ大幅に変更するようなことになったのか，詳

細な事悩は不明であるが，おそらく，相光調整をやっ

ているだけの行政的な余俗がなかっ t~ ものと考えられ

る。

(i}.5〕 大韓民国政府『第2次経済開発五カ年計画』

25ベージ。

（注6) 同上書 27ベージ。

（注7〕 基準年とされた1965年の食糧総生産高は，
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新 ｝j式統計によれば700万6000トンである。ここにif

苅されてい－：生陸［高との；Eは変類および坪類の午芹：Jむ

の義から刊じたものである。表第iの司令~；高は 1964年の

生産高とJぷわれる数値が｛止われており，替類の1965年

生産高は和穀換算で 104万5000トンであうたが， こJ,

計［.1JifこJ.iL、て：i60 ,noooトン J乃jL CI，、る。なそtこlり
ような数存fがj丹い，・，11たかはイ、別とあるの

Cit 8) 大磁去三国政府『行政ド1／（』 19昨年 319ベ

-.／。

（は：9) 経済企断続『経済J1lt；』 1968;l' 210ヘ

ン。

（注10) 同上書 213ページ。

（注11) ［主殺」止しγ‘：：n:i次，ii[hi ,Ii-でJI,体的に
のべているのは米だけとある。しかし，後には主殺の

中に大変も合めるようになった。

（注12〕 Governmentof the Republic of Korea, 

The F飢えrth Five-Y eai・Economic i)euel口pment

R胡 1977-1981,P. 33. 

III 農業関係諸指標の変動

以上において，韓国の経済計闘の中で食糧生産

がどのように位置づけられてきたかを検討した

が，一国の経済において農業がどのような位置に

あるかをみようとすれば，計画や政策の中でどう

位置づけられているかということより，現実に農

業がどのような状態にあるかが当然より重要であ

る。

そこで，以下では，冒頭でのべたような農家人

口などいくつかの項目について，その変化の状況

をみていくこととする。

1. 護家人口

経済全体の中に占める農業の位置が変動すると

き，その動きは，まず，農家人口や農業就業者の

変動として現われてくるのが普通であろう。韓国

の場合，後にみるように農業就業者数の変動は，

［セマウル運動」の影響と考えられる理由によっ

て特異な変化を示しているので（注1)，農家人口か

38 

らみていくことにする。

韓国政府の統計によれば，韓国の農家人口や農

家戸数の変動には1967年と68年の聞に大きな転換

点があったことを示している。すなわち， 1960年

代に入っても， 67年までは農家人口は総人口中に

占める割合では低下してきたが，絶対数において

は増加を続けてきた，それが， 1968年以降絶対的

にも減少に転じたのである。

これを具体的に見れば， 1960年末現在の農家人

口は1455万9000人であったが，年々増加して67年

末には1607万8000人に達し，この7年間で 151万

90似）人消加した。しかし，68年以降減少しはじめ，

第3次6カ年計画の最終年に当る1976年末には1278

万5000人と， 1960年末の農家人口を大幅に下まわ

るまで減少した。減少に転ずる前 3年間（1965～

67年）の平均農家人口は1589万人であり，1974～76

:tr,の3年間の平均農家人口は1316万3000であるか

ら， この 9年間に 272万7000人減少したことにな

り，年平均30万人強におよぶ大幅な減少であった

（第活支参照）。

さらに1972～76年間の第3次5カ年計画期に限

ってみると， 1971年末の1471万2000人から， 76年

末の 1278万5000人へと 5年間に 192万7000人減少

しており，年平均では38万人余に達する急激な減

少であった。 1972年は「セマウ／レ運動Jが本格化

する年であり，この年以降にも農家人口が大幅に

減少したことは，農業就業者の場合と異なり，こ

の運動も農家人口の減少には大きな影響をおよぼ

さなかったことを示している明2)0 

この結果，総人口に占める農家人口の比率は

1969年の50.7%から70年の46.1%へと 2分の l以

下となり，さらに， 75年米には:-37.5%と40%台を

書ljり， 76年には35.6%までfj,'i;'J寸した。

j長家人口についてみると， 1960年代以降以上の
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ffi 3表農家人口および農家戸数の変動

（単位； 1,000人， 1,000戸）

年 日IJI平均';j[j 平

!i:~ 11 
増減計｜ I e,2,z21 
年平均 i

15,890 I 

（出所〉 f；是水産部『農林統計年報』 1976年。
経済合商院『経済白書：』 1977年。

ような変化をたどっているが，つぎは農家戸数の

変化をみることにしよう。

2. 幾家戸数

農家戸数の変動lこっし、てみると， 1960年代に入

って多少のジグザグはあるものの， 1967年までは

ほぼ増加傾向を示している。しかし，農家人口の

場合と同様， 1968年からは絶対的な減少に転じて

いる。

いま，絶対的減少に転ずる以前の1965～67年の

3年間の平均農家戸数をみると 254万5000戸であ

韓国経済における農業の位置

ったが，第3次5カ年計画米期の3年間， 1974～

76年の平均農家戸数は236万5000戸で， この9年

聞に 18万戸減少した。 これは，年平均2万戸の

減少であり， きわめて急速な減少といえよう〔第

3表参照）。さらに，第3次5カ年計画期にかぎっ

てみると，年平均の減少は2万9000戸強となり，

この期に；農家戸数の減少はいっそう激化したこと

を示している。

以上のような農家の減少を耕作規模別に示した

のが第4表である。耕種外農家をのぞき， 1960年

代の末期にはあらゆる階層の農家が減少するよう

になったことを示しており，これは，韓国農業に

とってきわめて深刻な事態であるといわなければ

ならない。

ただ，注目すべきことは， 1974年以降0.5～1.0

ヘクタール層の農家が増加傾向を示している点で

ある。 75年には0.5ヘクタール未満層も若干増加

しており，これらの傾向が今後も続くものかどう

かはわからないし，なぜ，この層に増加傾向が現

われたかもはっきりしない。しかし，今後，農家

の兼業の機会がふえれば，こうした下層農家の減

議吉4表耕作規模別 j災家戸数推移

（単位： 1,000戸）

区 分耕種外農家｜

1 9 6 0 
1 9 6 1 
1 9 6 2 
1 9 6 3 
1 9 6 4 

1 9 6 5 
1 9 δ G 
l 9 6 7 
1 9 6 8 
l 9 6 9 

1 9 7 0 
l 9 7 1 
1 9 7 2 
1 9 7 3 
1 9 7 4 
1 9 7 5 

7
9
 

民
社

E
U

72 
84 
85: 
85' 
113 
94 

く出所） 農協中央会『農協調査月報』 1977年4月号。

音十
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~Sa菱経営種別農家戸数の増減

年一t*. ~J 均一［果
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 （出所）農水滋部『農林統計年報』各年版。

（注） (1）経営種別は主要収入源により， 1農家1穏とされている。（2) 1970年はセンサスの年に当り前後の連
続性がないため徐外した。（3) 畑作農家は耕種中食糧作物を栽培する農家をいう。

第6表決林漁業就業者数の変動
〔単位： 1,000人）

l土訴iil4三i増 ι減 ｜増嚇｜ ！増 A減1 ｜増 A臼 ｜増峨｜ ！増 ι減

1 9 6 3 1 4,837 ¥ ¥ 692 ¥ ! 1,286 ¥ ! 1,0お I I 926 I I gos ！ 
1 9 6 4 ! 4,825 Iι12 I 734 I 42 I 1,279 I 1o 7 i 998 ! 1o 27 I 916 I 1o 10 I 898 I 1o IO 
1965 I 4，持10I II 15 I 7 41 I 7 : 1. 226 I lo 5:l ! l, 048 1 50 I 915 Iι1 I 883 I 1:, 15 
1 9 6 6 I 4,876 I 制 I 119 11:, 22 I 1,229 I :3 I 1,rns i. 87 I 881 11o 34 I 912 I 29 

1 9 6 7 4,811 I 1:, 65 I 581 i 1o13s I 1,143 11o 86 I 1,203 I 68 I 8θ01 91 9581 46 
1 9 6 8 4,801 I A 10 I 571 I t, 10 j 1,075 I t, 68 I 1,204 I 1 I 943 I 53 I 1,00嶋 I 50 
1 9 6 9 4,825 I 24 I 6印 I 79 I 927 I 1:,14βI 1,239 ,. 35 I 964 I 21 I 1,045 I 37 
1 9 7 o 4,916 I 91 J 709 ' 59 I 894 I r, 33 I 1, 26t〕＇ 21 , 1,058 I 94 I 995 I t, 50 
1911 . 4,s1611:,401 65s11:,s41 s4111:,47I 1,23s11:,221 1,03011:,zsl 1,106 111 

1 9 1 2 i 5,346: 470 l 797 142 i 922 I z5 ¥ 1,237 It, 1 I 1,112. 位 I1,251 1 145 
1 g 7 3 : s, 569 I 223 I 834 : 37 I 958 ! % I 1, 299 I 62 I 1, 121 : 1s I 1,350 : 99 
1 9 7 4 I s,584 i 15 I 761 . r, 73 : 943 i r, 1s I 1,244 I r, 55 I 1,1品2i 55 I 1,454 i 104 
1 9 7 5 I s, 425 I M59 I 102 r, 59 I 943 I o I 1,177 I, r, 67 I 1, rno I 1:, 2 I 1,423 I r, 31 
1976  ! 5，切1I 176 I 661 t, 41 I 9回 j 55 I 1, 156 I t, 21 I 1, 266 I 86 I l, 520 '1 103 

（出所） 経済企爾院『経済活動人口年報』 1974年版。

経済企画院 r韓国統計年鑑』 1976,77年版。

少が停滞したり，あるいは増加することもあると

考えられるので，そうした点から今後注目すべき

ところと思．わオ1る。

また，農家数の変化を経営種別にみると，増減

の傾向が明りように分かれている。すなわち第5

表に示したように，果樹，読菜，特用作物，畜産，

養蚕等の農家は増加してνるのに対し，上記以外
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32 I 16 I 17 I 9 

31 I 23 I 16 I 9 
30 I 24 I 18 I 12 
31 I 40 I 27 I 21 
38 I 44 I 13 I 19 
33 I 39 I 16 I 16 

の畑作農家や，水田作農家も減少してきている。

こうして，農家数の減少とともに，農業経営の多

様化が進んでいることを示している。この多様化

は後にみる農業生産にもはっきり現われている。

3. 麗林漁業就業者

以上でみた農家人口，農家戸数は，いずれも1968

年以降相対的減少だけでなく絶対的にも減少する
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（出所） 経済企画院『経済活動人口年報』 1974年！被。

経済企画院『韓国統計年鑑』 1971i,1977年版の

ようになり大きな変動が生じていた。このような

傾向からみるかぎり，農林漁業就業者ー（以ド、農業

就業者と略）も当然絶対的な減少をしてL、るものと

予想される。

ところが，実際は先にも簡単にふれたように，

農業就業者数は1970年代，とくに第3次5カ年計

画期（1972～76年〉に入って増加するとし、う予想

外の結果となっている。すなわち，第6表に示し

た通り， 1960年代から70年代の初にかけて，農業

就業者数は480万人台を上下していた。それが1972

年以降530～560万人にも達しているのである。

戦後の詞本についてみると，まず，農業就業者が

減少し，ついで農家人口，農家戸数の！｜聞に減少する

というパターンをとっている。との点，韓国の場

合は日本と非常に異なった型をとっている（注3）。

では，なぜ， 1970年代tこ入って農業就業者が増

加することになったかといえば，先にも簡単にふ

れたように，やはり「セマウJレ運動Jによって，

従来は余り農作業に従事しなかった年寄りや婦人

が，農業労働に動員されたということが大きな要

因と脅えられる。

しかし，それだけではなく，農業就業者の年齢

構成や性別構成の変化といろことも影響している

のではなU、かと考えられるので，この点に少し立

入って検討してみよう。

第7表は農業就業者の年齢階層別構成とその変

化を示したものである。まず， 14-19歳の10歳代

についてみると，この階隠は変動がはげしく増械

をくりかえしているのが特徴である。就業者数で

はぽほ60万人から80万人の聞にあり，農業総就業

者中に占める割合は14～15%を占める年が多い

が， 1967～68年や1975～76年などは12%前後まで

低下している。

つぎに20歳代についてみると，この階層は1963

～64年当時は130万人近くいて，農業就業者中約

27%という，どの年齢層よりも高い割合を占めて

いた。その後，一貫して減少を続け1971年には84

万7000人まで減少した。しかし，以後増加に献じ

た傾向が現われており，この点は注目すべきであ

ろう。構成比では1974年の16.9%まで低下しつづ

け，この間の低下は約10%に達したが，やはり75

年からは増加に変わっている。3番目に30歳代は，
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1963年当時は約100万人であったが， 60年代を透

じてゆるやかな増加を続け， 1970年には 126万人

に達した。しかし，これ以後減少しはじめ， 76年

には115万6000人と，この間10万人余り減少した。

農業就業者・の構成比では1969年の25.7%まで上昇

を続けたが，70年以後低下しはじめ，76年には20.6

%まで低下した。絶対数においては、 20歳代と30

歳代は1969～70年を境として，きわめて対照的な

変化を示している。

4番目に40歳代であるが，この階層は50歳以上層

とほぼ同じ傾向を示しているので両階層を合わせ

てみることとする。したがって40歳以上層となる

が，この階層は60年代の前半期は減少傾向にあっ

た。しかし， 66年頃から増加しはじめ，以後ほぼ

一貫して増加を続けている。すなわち， 1966年に

は絶対数で179万人，構成比では36.8%であった

が， 1976年には278万6000人，構成比においても

49.8%へと， 13%もk昇した。

以上で検討した通り，農業就業者の変動を年齢

階麗別にみると， 1960年代には20歳代の就業者は

急速に減少し， 70年代に入って若干の増加に転じ

たが，それにかわって30歳代が減少しはじめた。

これに対し， 60年代の後半以降40歳代以hの階層

は一貫して増加しており，農業就業者の老齢化が

顕著に現われている。

つぎに，同じ農業就業者を男女別構成でみたの

が第7表である。男性就業者の割合は， 1963年当

時の62%からほぼ一貫して減少しつづけ， 1972年

には約57%まで低下した。その後，農業就業者総

数が大きく増加するなかで，男性就業者の割合が

上昇する傾向が現われている。

以上で見られる事実は， 20歳代ついで30歳代の

男子労働力が農業をはなれ，それによって生ずる

労樹力の質的な低下を補うため，高・老齢者や女

42 

性の労働力が動員されねばならなかったことを示

している。すでに，一般的にこのような傾向が現

われていたが，これに拍車をかけたのが「セマウ

ル運動Jであり，農業就業者数の増大には大きな

影響をおよぼしていると考えられる。

このような農業就業者の量的増大にもかかわら

ず，農家の10アーノレ当りの平均投下労働時聞は，

1963～65年平均の227.2時間から，73～75年平均の

161.0時間へと 66.2時間減少した。農業就業者数

は増加しているのに，単位面積当りの投下労働時

聞が減少していることは，韓国のように耕地面積

が拡大していない国においては矛盾しているよう

に思われる。しかしこれは，一つには農業への投

下労働時間の調査において，婦人の労働時間は男

子の8割として計算されることCil:4），また，実際

においても老齢者や女性の場合は成年男子にくら

べて労働時聞が短かいことから生じたものであ

る。さらに，この聞における労働生産性の上昇も

考慮しなければならないが，農業の機械化はそれ

ほど進んでいないので，労働の質的低下の影響が

主要な要因と考えられる。

ただ，農業就業者の構成において， 70年代に入

って， 20歳代の層が増加傾向を示していること，

また，男性の比率が上昇傾向を示していることは

注目すべき変化である。

ところで，以上みてきた農業就業者が韓国の全

就業者の中でどのような位置を占めており，どの

ように変化してきたかを示したのが第8表であ

る。すでにのベた通り，農業就業者数は70年代に

入って大幅に増加したが，全体の就業者数も増加

しているため，相対的には減少傾向をたどってい

る。すなわち第1次5カ年計画期の年平均では

60.3%を占めていたのが，第2次計画期には51.4

%に，また第3次計画期には47.7%に低下してき
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車専問経済における農業の位置

つぎに，農業生産の面ではどのような変化が起

こっているかについて検討しよう。

まず第1に，韓国農業の大宗をなす食糧生産に

ついてみると，食糧の生産政策の項でものべた通

り， 1960年代はしばしば早ばつにみまわれるなど

議業生産4. 第8褒

均三

1967～71、,JZ.t句
1972～76＇］勺：J

したがって，第9

表にみられるように， 1960年代には食糧の生産高

の変動がはげしく， 500～7以）万トンの聞を上ドし

ていfこCl工5）。

r可然災害の被害が大きかった。1972 

19n 

1974 

しかし，第3次5カ年計画期の1972年頃から食

儲生産は減少することがなくなり，急激な増加を

もちろん擢概設備などがと

1975 

こオもは，子I七している。

1976 

（出所） 経済企l!!ii~5E 『締悶統，； 1 年鑑』谷＇I.／川内
(it) 刀、ソコflす；土干.人

自然災害が少なくなってきたこと

もあるが，何よりも大きな原因は稲の新品種導入

にあった。

そこで米についてみると， 1960年代の生産高は

とのってきて，

ており，最近は45%程度に去で低下した。これに

対し，鉱業・製造業部門の就業符は絶；(;j-的にも相

対的にも増加し，産業構造の変化を明般に示して

しか3以）～400万トンの聞を大幅にJ:rごしていた。

米および食柄総生産高の変化

いる。
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第10表

年

し， 70年代に入ってからは生産が安定するように

I R系統の新品種が本格的に栽培されはじ

めた73年以降，米の生産高は急激に増加し， 1976

なり，

稲の作付面積年には500万トンを突破している。

は60年代の末から 120万ヘクターノレ前後でほとん

それだけ土地生産性が上

昇したことを意味している。いま， 10アー／レ当り

の平均収量をみると，第1次5カ年計画期には

304.8キログラム，第2次5カ年計画期には313.6

ど増加していないので，

キ口グラムであったのが，第3次5カ年計画期に

1976年だけをみれ
農協中央会『農協年鑑』各年版。
経済企剛院『経済白書』 1977年版。
りんご，梨，村i，ぶどう，桃，みかん，すも
その他を合台。

は373.8キログラムに増加し，

ば約430キログラムにも達している。

米以外の穀物についてみると，大変，大豆， （汁つ
も，
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第11表

年

と

うもろこしなどは， 1960年代から70年代にかけて

増加傾向をたどっているのに対し，小麦，雑穀，

サツマイそなどは減少しており， 70年代に入って

2
3
4
6
6
7
H
9
り

1
2
3
4
5
6

G
6
6
6
μ
H
6
6
6
7
7
7
7
7
7
7
 

叫

y
h
y
叫
μ

凸
汐
山
ヲ
ハ
汐
“
げ
凸
刊
ハ
ヲ
ハ
ヲ
凸
u
J

“
y
H
Y
ハ
y
n
y

一1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

これら米以外の食撞生産の増減はほぼ相

その結果，食糧生産の増加

からは，

殺される関係にあり，

はそのまま米の生産増加を意味するという関係と

なっている。したがって食糧生産の構成は変化し，

60年代後半から70年代初にかけて，食植生産中に

占める米の割合は56%程度であったのが近年は60

%を超えるようになった。

りんご，梨，柿，第2f乙果物の生産をみると，

（出所） 銭協中央会『農協年鑑』各年版。
経済企l副院『経済白書』 1977年版。
Ct-!:) 大根，にんじん，白菜，きゃべっ，ねぎ，五
ねぎ，にんにく，きうり，かぼちゃ，まくわうり，
すいか，なす，とまc，とうがらし，せり，ほう
れんそう， γ シュルーム，い九ご，ごぼう，さと
いも，生委、その他を含む。

1962～63年と1975～76年を対比すれば栽培街積，

収穫高ともに2倍強の増加となィフている。

みかん等いずれも60年代以来増加し

ている。節目表は果物全体の栽培面積，収穫量等

を示したものであるが，第1次5カ年計画の初期

には栽培面積2万数千町歩，収量20万トン足らず

であったのが，第3次5カ年計i闘の末期には面積

ぶどう，桃，

これは種類

も多く，生産が増大しているもの，減少している

1 9 6 2 
l 9 fi 3 
1 9 6 4 
1 9 6 5 
1 9 6 6 

1 9付 7
l 9 6 8 
l 9 Ii 9 
1 9 7 0 
1 9 7 1 

1 9 7 2 
1 9 7 3 
1 9 7 4 
1 9 7 5 
1 9 7 6 

（出所）

4番目に特用作物についてみると，

で約9万町歩，収盤では約60万トンへと大幅に増

加した。

3番目に蹴菜類であるが，これは巣物の場合ほ

ど増加率は大きくないが，栽培面積，収監とも，

ほぼ着実に増加してきた（第11表参照）。すなわち，
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第12表肉類生産鼠；

（単杭： トン）

年 牛 豚 左仁斗1 

1 9 6 2 
l 9 6 3 43,508 21,842 65,350 
l 9 6 4 74,473 10,574 85,047 
1 9 6 5 41,748 13,197 54,945 
1 9 6 6 29,318 18,030 47,348 

1 9 6 7 34,161 21,388 55,549 
1 9 6 8 51,478 25,583 77,061 
1 9 6 9 30,563 37,443 68,006 
1 9 7 0 50,147 30,873 日1,020
1 9 7 1 46,950 24,980 71,930 

1 9 7 2 40 ,32!『 :;7, 612 77,940 
1 9 7 3 47,516 52,721 100,237 
1 9 7 4 54,718 55,791 110,509 
1 9 7 5 84,660 42,844 127,504 
1 9 7 6 74,365 515,860 1:n,225 

〔出所） 経済企画院『韓国統計年鑑』各年版。

ものなどさまざまであるが，比較的順調に生産が

増加しているものとしてはイ草，へちま，ごま，

えごまなどがあり，逆に生産が減少してきている

ものとしては棉花，麻類，ハッカなどがある。こ

のほか，年によってかなり変動がはげしいが，趨

特l吋経済における農業の位置

勢として増加傾向を示しているものとして油菜，

茶，ホップなどがある。

5番目に畜産関係のうち肉類の生産をみると第

12表に示した通りであり，牛肉の生産量の変動の

はげしいことが目立っている。これにくらべれば

豚肉は比較的安定的に増加してきており，両者を

合わせるとやはり年度による変動の幅は大きし、も

のの，しだいに増加してきていることは明らかで

ある。

以上のような米をのぞいた農産物，畜産物の生

産状況は，さきにみた経営種別の農家の増減状抗

と対応する関係にある。

5. 幾家所得

韓国が経済開発5カ年計幽ーを実施するようにな

った1962年以降1976年にいたるまでの農家所得の

変化を示したのが第13表である。

ここに示されるように，名目所得だけを見れば，

1970年を 100とする指数欄にみられる通りきわめ
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て順調に地大してきたことになる。

しかし，実質所得をみると，同じ 1970年を100

とする指数で1964年の95.6から1965年には75.1ま

で大幅に低下し， 67年にようやく 62年の水準に回

復したが，これは農家の生活水準がら年間あとも

どりさせられたに等しく農民の犠牲は大きかっ

た。そして，この農民の生活水準の切り下げが，

韓国の工業化を進展させた一つの大きな要因とな

ったとみてよいであろう。

農家所得はこのような後退はあったものの， 67

年以降は実質所得もほぼ順調に増加してきた。こ

れを指数でみれば第2次計画期の5年間に， 46.3

第 3次計回i期のら年間には71.1の上昇ーであり， 3 

次計画期の上昇揺がきわめて大きかった。

第3次計画期の1974年にはまた， 1965年以降都

市勤労者家計の所得を下まわっていた農家所得

が，この年10年ぶりに都市勤労者家計の所得を上

まわるようになったこと，また， 1976年には農家

の平均所得が 100万ウォン台に遣したことなど注

目すべき変化の生じた時期であった。

都市勤労者家計と農家所得の比較に関しては，

所得の内零に違いがあることう調査対象家計の選

定上の差典などいくつかの間闘が指摘されてし、る

が位か，それらの問題をもちながらも， 1967年当

時農家所得が都市勤労者家計所得の約60%に低｜ど

し，それが大きな問題とされてきた経違からみれ

ば，両者の比較はそれなりの意味をもっていると

吟える。

以上のように農家所得が改普されてきた要因と

しては，先にのべたような主まざまなJ換金作物

（巣者忠誠菜など〕や畜産，養蚕農家の増加なども

あるが，やはり肢も大きな嬰闘は，会｜との増収と米

価の引上げである。韓国の農家では近年におし、て

も所得の5割弱が米による収入である。米の反収
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〔出所〕 農水産部『農林統計年報』各年版，
経済企画院『主要経済指襟』 1977年。

（？？） 政府同上価怖はそし 2等品54kg当り。

や総生産高の増加についてはすでにのべたので，

政府の買上げ米側の引上げ状況を見ると第14表の

通りである。

1967年以降の年平均引上げ率は約22%に達して

おり［高米側政策」といわれている。政府の米の

買上げ最は総生産高の25%程度であるが，政府の

'ft上げ価格が農民が商人に米を売る場合にも価格

支持の役割を果たしてきた。

もっとも，第3次5カ年計画期についてみると，

農家の購入品価格の上昇率をやや上まわる程度に

貿上げ価格が引上げられたにすぎず，その意味で

はこれを「高米価政策Jと呼べるかどうか疑問で

ある。しかし，第2次計画期には農家購入品価格

のJ-.f／.を上まわるかなり有利な引上げであったこ

とを示しており，第3次計l同期においても，そこで

到達した水準は維持されたとU、うことができる。

( i i:l ) 糾｜叶では，，，'iiりγ同『人U'l'f～,ii:事仕ど｝ヘ
ゴでに＇・.と l、うのがむz絞i'l'Jt（考えゾj( l、｛JHてL、ど〕

が、 「tマウノレ運動jはそう Lた伝統的な考え奇否定

し，守’Sりや品r：人も労働に参加さ什.）＇） ある。もっと

も，版尚道では「セマウノレ運附」以前から，婦人の野

心（l:・J;:1士、＇i然と考えられていたといわれてわり，例外
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であったO

(l't.2) この点に関連 L, I凶作：昌男「鈴！説経内の

メカニズムJ（『やjflジャーナノレ』 1978ft.'.ふ tJ 13日リ）

では， 1970年代に入って農家家計がかなり改普され，

農村にとど主る人がふえており， 71，ドから75年内 4年

間に重量業就業人r1ll;6o万人滑加しているψはその励き

をIi思えした bのであるとされている（93ヘーシ〕。

しかし，以上で述へた jll;_I) , ／｝：’i人11! l7()iif＼：唱に人

ってし、〉そう，~ti'！立＇こ州ノレ l ( t j ＇）‘ 'i l.:, f巳村人llノ）

阪市へのf,,q';,, W＇大仁て＇・、ると L、）Jiしご＇・川〉（こノ〕 J.'i、

；こ関 Lては， i;:1:;1；平IJた「斡fiil／）工業化・人11移動・所

得fナ配J[1;'7ン7経済』 1977；ド11J1 ，；参），！，｛，〕）。したが

って， ,f¥'f ，；~：業 g,1)J1刊11 を i送付にとど 1 とJ 人々のm』II

ム紺1{' .. ・川「ることには1::1治jがあるように；；jJれる。 70

fjl';における Jア業就業岳山上？？大は， J）ちにのべる上う

に，農業tEヰミ.／＂i,. ） 十~ii花や「七－， ,'7ノレ巡動」なとの要［人｜

か大寺＼ .と号λわれる。

/;: Jj, -_ ＇）人1とWl.1EじこーパT)Jliλ 三ければならない

り：I統，;II '1::J 辺、 kら。将1，」 .、 r；：，村、店it,n-fド知』に
才打、てur嬰＊ ／、総世Hをどこ i: ' jζ｝かで， とく
に下層J)r；：’おーパ、・ci::J題が王，＇.I, M近.I[''/Jil似1,,jにん
る決案引jl市西山い数功、.ll一出家と LこHI'i Pi Iii／.治： Lーとし、

ろり：Utム！、か＇： ，，、う 1.J.占 }jがある。こ t) ｝、｝

J右文ヒ！ ；、 f九 3円、．市J;(•'( 「宇1/ftq ・イ弘ii（円lI立！する4上

s: .後尚子：（；（；研究一一J；｛言花道内.sif ！，品，； 1•Jq印刷 .ft を， 1,

心に一一一Jげ社会科学研究IIH'.'I 1977』ソウノレ大学

校社会Fi ；研究所）があ ν。

/, lノニ ν＇）.，.＇＿；、泊、事実 I j 1L I f，民家｝I Z官、JJ燃家人11IJ: 

現在の政府統，；！・：Eど減少してい心いニルに；＼る。こ .｝) 

i'！.は今後，，）九七誌にまたなければなん九 L～ 
(/1,l) [ i Jか〈にの農業労働構造 l,, 'i'.[ 'I'州五移J（農

業協同組if1j1 ,Jとえ『際協J/.jff.JJ :#i』1977114 IJ r；）参

ll{lれ

UH) '"JI：論文 lfiベーン司打よかが林お『 Lt ＇~反

fi'.；与謝i主・＇：I規約生保賛同Lft争＇itn報i'-iJI1970'1＇今 cl04 
ヘー：／。

(ii日） 1,)71, （十；｝主主ti'i'Li'v:Wr.,;tしII）人，ウ.;If度全日：

'! i l I.・。E)iiliil)j5:t_にくらへ， 761¥')JA C ii，つ20%'1:.

，；；ラ正当が少なく Yよる。ニニ C'Jlj 1守、た食附＇！：最高u,主；努i

'l:塗高を76年）；式で過去にさかのifって修正した数

似であり，；iiWJfJいん＇l.!'ti：尚とはーィKrI ... ¥ t、。

Cl!i) より ，；＇（：制ii'!I.tit・淡jc＇； 「決l:-. } l、l】しはよく

なったかj〔了＇汁東州』 1977'il2JJ＇.）〕参！！ペ。

稼 11~経済にわける農業 i))/ii尉

IV 韓国経済における農業の位置

一一 1960年代と70年代

以上で， 1960年・代初から最近にいたるまで，韓

国農業をめぐるいくつかの主要な側面について検

討した。これをふまえて，韓国経済における農業

の｛立置について次のようにいうことができる。

韓国では， 1960年代の末期まで，工業化を推進

しつつも食糧の自給自足をめざしていた。しかし，

この方針は，農業の基盤整備等がともなわず，し

ばしば大きな災害をこおむり，食糧の自給計画は

いく度かつまづいた。その結果，韓国政府は1968

年にし、たって農業政策を大きく蛇換し，食糧では

米，大変だけを自給することとし，むしろ，農家

の所得を増大させることに重点、を置く政策をとる

ようになった。

1968年は，前年と 2年続きで韓国農業が大きな

ヰばつの被害企うけた年であり，これを契機とし

て，工業化政策にともなう非農業部門の雇用機会

の増大とャう背景とあいまって，農家人口や農家

戸数が，それまでの相対的減少にとどまらず，絶対

的にも減少することになり，農業政策の転換と合

わせて二重の意味で、韓国農業の転換点、となった。

これ以後， 1970年代の中頃にかけ，農家人口，

農家戸数の減少は急速に進践した。他方70年代に

は稲の新品種「統一」等の導入による稲作生産力

の上昇と60年代にくらべて相対的な「高米価政策j

があり，また，農業経営の多様化一一果樹，雌楽，

者産等一ーもいっそう進んだことなどにより，農

家の所得の増大，都市勤労者世帯との差の縮小と

いう方向に進んできた。

従来，しばしば指摘されてきたように， 1960年

代における韓国農業は，非農業部門に対して安価
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な食糧と安価な労働力を供給するということが，

経済メカニズムにおける主要な役割であった。そ

して，この役割は70年代においても変わってはい

ない。しかし，すでにのべたように，70年代に入っ

てからみられるいくつかの新しい側面，すなわち，

稲作生産力の主昇と米価引上げや農業生産の多様

化にともなう農家の所得的地位の改善，あるいは

農業就業者中20歳代の増加傾向などは，韓国農業

が1960年代とは異なった位置を占めつつある現わ

れとみることができる。

もちろん，異なった位置といっても1960年代と

基本的に異なることを意味するものではない。韓

国の工業化は1977年からはじまった第4次5カ年

計画で，本格的な重化学工業化の時期をむかえて

おり，こうした中で，経済全体における農業の位

置が基本的に変化することはありえない。したが

って，とのような工業化を推進するとL、う枠組の

中において， 1960年代とは一段階異なった段階を

むかえているという意味である。

1960年代末からの，このような変化を可能にし

た要因は，一つには韓国の経済が高成長を続けて

いること，いま一つは，稲の高収畳品種が導入さ

れたこと，このこつが主要なものと考えられる。

しかし同時に，工業製品の市場としての農村とい

う側面から，工業化の進展自体が農業の発展，農

民生活の向上を要求するようになってきており，

それは本号の谷浦論文にも指適されているところ

である。今後はそうした側面がL、っそり強くなる

ものと考えられる。この意味から、 70年代におい

て農業の位置が60年代どは一段階企画する必然性

をもっているということができる。

最後に産業構造という点からみて，国民総生産

のなかに占める農林漁業生産の割合は低下しつづ

けていることは当然である。この点を補足してお
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けば，国民総生産に占める農林漁業の割合は第1

次6カ年計画期の平均39.7%から，第2次計画期

には29.1%へと10%強低下し，さらに第3次計画

期には25.8%へと 3.3%低下した。 3次計画期に

入って低下のテンポは遅くなっているが，今後も

引続き低下していくであろう。産業構造の中にお

ける相対的地位の低下はもちろん問題になること

ではなく，そうした中で，70年代に入って生じてき

ている韓国農業の新しい段階をより確かなものと

し，さらに農業生産力を向上させ，農産物の自給

率を高め，農民の生活を向上させていくことがで

きるか否かが問題である。

この問題を解明するためには，上述した農業関

係諸指標のより立入った分析が必要であり，それ

は今後の課題としたし、。

（アンア経済研究所調ft研究部〕
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